
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年 7 月に最高裁で衝撃の判決が出ました（済生会山口総合病院事件）。正規職員・非正規職員の格差を

解消するために正規職員の手当を不利益変更することが最高裁で容認されました。当裁判は、就業規則を変更し

てこれまで正規職員にのみ支給していた扶養手当や住宅手当を、非正規職員を含めた職員を対象とするこども手

当や住宅補助手当に変えた結果、非正規職員２５人に新たに手当が支払われた一方で正職員 196 人の手当が減

り、このうち正規職員９人が訴えを起こしたものでした（減額は月 540〜3000 円）。 

この裁判で争点となったのは、手当減額の根拠となった就業規則変更の合理性です。労働条件の変更は労使間

の合意が原則ですが、労働契約法１０条は変更後の就業規則を周知し、かつ就業規則の変更が合理的と認められ

る場合には、就業規則の変更により労働条件を変更することができると定めており、合理性は ①就業規則変更

で受ける不利益の程度 ②労働条件変更の必要性 ③変更後の就業規則の相当性 ④労働組合等との交渉状況 

⑤その他の事情 で判断すると明文化されています。当裁判では②労働条件変更の必要性について踏み込み、新

病棟の建設負担で経営が右肩下がりである中、パートタイム・有期雇用労働法 8 条の正規・非正規間の不合理な

待遇差を解消するため、人件費増加抑制に配慮しつつ手当の組み換えを検討する必要があったことを認め、「正

規側の手当原資を非正規側や若い世代に回す目的の変更で、合理的である」「総賃金原資は 0.2％減で職員全体

の不利益は小さい」と正職員の手当削減を肯定しました。 

これまでの同一労働同一賃金に焦点をあてた裁判は、パートタイム・有期雇用労働法 8 条を争点とした、正規

と非正規の間にある待遇差について賞与・各種手当等の待遇ごとに不合理であるかどうかを問われ、不合理であ

るとされたものは非正規の待遇を引き上げるものでした（ハマキョウレックス事件、メトロコマース事件等）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省が令和 6 年 7 月 12 日に公表した、「令和５年度個別労働紛争解決制度の施行状況」では同一労働

同一賃金に関する是正指導件数（不合理な待遇、差別的取扱いの禁止、賃金の均衡待遇、教育訓練に関するも

の）が令和 4 年度は 400 件ほどであるところ、令和 5 年度は 3450 件であったことが公表されました。厚生

労働省が令和 6 年 4 月 1 日付で策定した「令和 6 年度地方労働行政運営方針」には、同一労働同一賃金の遵守

徹底が盛り込まれており、重要課題のひとつとして指導が強化されているところですが、同一労働同一賃金ガイ

ドラインに「基本的に、労使の合意なく正社員の待遇を引き下げることは望ましい対応とはいえない。」と明文

化されているように、行政は非正規の待遇引き上げを指導しています。 

令和 6 年 5 月には東京地裁でも、格差解消のために正社員の住宅手当を廃止したことを不当と訴える裁判

で、「非正規側の労働条件が不合理な場合、パートタイム・有期雇用労働法 8 条はその相違を正規側の労働条件

切り下げで解消することを直ちに否定していない」などと指摘し訴えを退けました（日本郵便事件。現在は控訴

審を継続中）。今後の同一労働同一賃金にどのような影響を及ぼすか、動向に注目していきましょう。 
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令和 6 年 11 月 1 日、フリーランス法が施行されました（正式名称「特定受託事業者に係る取引の適正化等

に関する法律」）。労働者が労働基準法や育児介護休業法等の法律による保護を受ける一方、交渉力等の面で弱い

立場におかれやすいフリーランスは、一方的な条件変更や報酬に関するトラブル、ハラスメントなどに遭遇して

も仕事に支障が出ることを恐れて泣き寝入りせざるを得ない状況もあるのが実情です。この法律は、多様な働き

方の進展を背景に、フリーランスが安心して働くことのできる環境を整備するため、 

①フリーランスと企業などの発注事業者の間の取引の適正化 

②フリーランスの就業環境の整備 

を図ることを目的に制定されました。フリーランス法の適用範囲は広く、多くの企業がこの法律の影響を受ける

ものと考えられます。自社に対象となる取引（業務委託）はないか、対象となる取引がある場合はどのような義

務が生じるのかをご確認ください。違反した場合、行政指導・助言・勧告を受け、勧告に従わない場合には命

令・企業名公表、さらに命令に従わない場合は罰金が科されることとされています。 

フリーランス法の適用対象 

「業務委託事業者」（発注事業者）と「特定受託事業者」（フリーランス）との「事業者間取引」（業務委託） 

 

 

 

 

 

 

 

 

* 個人事業主の他、他に役員がなく従業員を使用しない法人のいわゆる一人社長も保護の対象です。 

* 一般的にフリーランスには、従業員を使用したり、消費者を相手に取引をしたりする方が含まれる場合もあ

りますが、この法律における「フリーランス」にはあたりません。 

* 「従業員」には短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含みません。具体的には、「週労働 20 時間以上

かつ 31 日以上の雇用が見込まれる者」が「従業員」にあたります。 

発注事業者に課される義務 

発注事業者側の従業員の有無および業務委託期間に応じ、フリーランスに対しての義務の内容が異なります。 

 

詳細はこちらをご参照ください。 

フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン（令和６年 10 月 18 日改定） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001318001.pdf 

 

1か月
未満

1か月
以上

6か月
以上

①
書面等による取引条
件の明示

書面等により直ちに取引条件を明示すること
●業務内容 ●報酬 ●支払期日 ●給付を受領／役務提供する日と場所 など

○ ○ ○ ○

②
報酬支払期日の設
定・期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内のできる限り早い日に報酬
支払期日を設定し、期日内に報酬を支払うこと

○ ○ ○

③ 禁止行為
１か月以上の業務委託をした場合、次の７つの行為をしてはならないこと
●受領拒否 ●報酬の減額 ●返品 ●買いたたき ●購入・利用強制
●不当な経済上の利益の提供要請 ●不当な給付内容の変更・やり直し

○ ○

④ 募集情報の的確表示
広告などに募集に関する情報を掲載する際、●虚偽の表示や誤解を与える表示を
してはならないこと ●内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

○ ○ ○

⑤
育児介護等と業務の
両立に対する配慮

６か月以上の業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立で
きるよう、フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

○

⑥
ハラスメント対策に
係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関し、次の措置を講じること
●ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、方針の周知・啓発 ●相
談や苦情に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 ●ハラスメントへの
事後の迅速かつ適切な対応 など

○ ○ ○

⑦
中途解除等の事前予
告・理由開示

６か月以上の業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、
●原則として30日前までに予告しなければならないこと ●予告の日から解除日
までにフリーランスから理由の開示の請求があった場合には理由の開示を行わな
ければならないこと

○

義務事項 具体的な内容

発注事業者の要件
従業員
使用な

し

従業員使用あり

就
業
環
境
の
整
備

取
引
の
適
正
化

事業者間取引

（業務委託） 

業務委託事業者 特定受託事業者 

フリーランスに業務

委託する発注事業者 

 

業務委託の相手方である 

フリーランス* で、 

従業員* を使用しないもの 

フリーランス法スタート～フリーランスに業務委託する事業者の守るべき義務～ 

https://www.mhlw.go.jp/content/001318001.pdf


 

 

 

 

人口動態の変化や高齢者の健康状態の向上等を背景に、雇用者全体に占める高年齢労働者の割合及び労働災害

による死傷者数（休業４日以上）に占める高齢者の割合は増加傾向にあります。 

※令和 5 年の労働者死傷病報告 

・60 歳以上の男女別の労災発生率(死傷年千人率)：30 歳代と比較して男性で約 2 倍、女性で約 4 倍 

・休業 4 日以上の死傷者数に占める 60 歳以上の割合：平成 15 年約 15％→令和 5 年 29.3％ 

一方で、エイジフレンドリーガイドラインに基づく取組みは浸透していません。厚生労働省の調査によると、

高年齢労働者の労災防止対策を行っている事業場割合は 2 割弱です。取り組んでいない理由について、「自社の

60 歳以上の高年齢労働者は健康である」と回答した事業場が多くなっています（48.1%）。身体機能の低下に

よる労働災害のリスクへの理解が進んでおらず、その結果、そのような労働災害の防止のための取組が行われな

いことで、労働災害の増加に歯止めがかからない状況に繋がっていると考えられます。 

そのため、厚生労働省は、対策を強化する方針です。現行の労働安全衛生法では、中高年齢者に対する「心身

の状況に応じた適正な配置」の措置のみを努力義務としていますが、さらに、身体機能の低下を補う設備・装置

の導入など職場環境・作業環境の改善に関する措置を企業の努力義務とする案を示し、11 月 6 日の労働政策審

議会安全衛生分科会で労使が大筋で合意しました。厚生労働省は令和 7 年の通常国会に労働安全衛生法の改正案

を提出する方針です。段差の解消や手すりの設置、高齢者の体力や特性に配慮した作業内容の見直し等が求めら

れる見込みです。 

※「エイジフレンドリーガイドライン（高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン）」とは･･･令和 2

年 3 月に公表された高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境の実現に向け、事業者や労働者に取組が求め

られる事項を取りまとめたものです。事業者に求められるもの：①安全衛生管理体制の確立等②職場環境の改善

③高年齢労働者の健康や体力の状況の把握④高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応⑤安全衛生教育 

 

 

 

 

 

「雇用保険法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第 14 号）の施行により、令和７年４月１日から高年

齢雇用継続給付の支給率が変わります。高年齢雇用継続給付は、高年齢者の就業意欲を維持、喚起し、65 歳ま

での雇用の継続を援助、促進することを目的とし、60 歳到達等時点に比べて賃金が 75％未満に低下した状態

で働き続ける 60 歳以上 65 歳未満の一定の雇用保険一般被保険者に給付金を支給する制度です。 

現行の支給率と変更後の支給率は以下の通りです。 

【現行】 賃金の低下率に応じ、支払われた賃金の 15％を限度として支給されます。 

【変更後】60 歳に達した日（満 60 歳の誕生日の前日。その日時点で被保険者であった期間が５年以上ない方  

はその期間が５年を満たすこととなった日）が、 

令和７年３月 31 日以前の方は、各月に支払われた賃金の 15％（従来の支給率）を限度として支給されます。 

令和７年４月１日以降の方は、各月に支払われた賃金の 10％（変更後の支給率）を限度として支給されます。 

  

 

 

 

 

 東京都内の印刷会社で働く定年後再雇用の労働者が、雇用期間の途中で合意退職とされた事を不服とした裁判

で、東京高等裁判所は 65 歳までの継続雇用を認める判決をくだしました。両者は雇用期間を 61 歳の中途まで

とする雇用契約書を交わしており、雇用契約書には労働者の自署の署名がありました。 

同高裁は、会社は退職の意向を確認せず、面談で辞めてもらう旨を告げており、雇用契約書により退職の合意

が成立したとはいえないとする一審判断を支持。65 歳までの更新期待を認め、その間のバックペイ支払を命じ

ました。 【令和 6 年 10 月 17 日、東京高裁判決】 

 
 

令和 7 年 4 月 高年齢雇用継続給付の支給率変更 

65 歳まで継続雇用認める ～自署の契約書があっても合意退職成立を否定～ 

高年齢者労災防止対策 ～職場環境・作業の改善 努力義務化へ～ 



 

 

 

 

令和 6 年 12 月 2 日以降、現行の健康保険証は新たに発行されなくなり、「マイナ保険証」を基本とする仕組

みに移行していきます。今後の運用について、今一度ご確認ください。資格取得届等の様式変更や、健康保険組

合により保険証の発行廃止日を独自に設定する動きもありますので、最新情報に注意が必要です。 

●マイナ保険証利用のための事前手続は？ 

①（本人）マイナンバーカード取得 

②（本人）保険証利用登録（未登録の場合、医療機関受診時にカードリーダー登録も可） 

③（本人→会社→保険者）資格取得時、扶養追加時 マイナンバー登録 

●マイナ保険証がないと保険適用できない？！ 

マイナンバーカードを持っていない方、利用登録をしていない方、その他事情のある方は、「資格確認書」を

提示することで保険診療を受けることができます（マイナ保険証のメリットは受けられません）。 

【新規加入者の資格確認書の発行】 

「被保険者資格取得届」および「被扶養者（異動）届」に「資格確認書発行要否」欄が新たに設けられます。

届書の「□発行が必要」にチェックを入れて申請することで資格確認書が発行されます。 

※「□発行が必要」にチェックを入れなかった場合でも、マイナ保険証をお持ちでない方などには、申請によ

らず資格確認書が交付されますが、申請した場合と比べて相当な期間を要する見込みです。 

【既存加入者の資格確認書の発行】 

令和７年 12 月２日以降、マイナ保険証をお持ちでない方やマイナンバー未登録の方など、保険者が必要と

判断した場合に交付されます。その他、本人が希望すれば申請による発行依頼が可能です。 

●現行の保険証はいつまで使える？ 

発行済みの保険証は、有効期限までの間、最長 1 年間使用できます。 

※令和７年 12 月１日までに退職等で資格を失ったときは、保険証の返納が必要です。 

※協会けんぽでは、令和７年 12 月２日以降、自己廃棄可能とされています。 

●今後の受診パターンは？ 

①マイナ保険証  ②資格確認書（申請等により入手可） ③健康保険証（発行済みの方のみ、最大 1 年間） 

④マイナ保険証 ＋ 「資格情報のお知らせ」やマイナポータルの「わたしの情報」 

※④はカードリーダーが使えない医療機関受診時やカードリーダーのトラブル発生時などに有効です。 

※「資格情報のお知らせ」は、被保険者資格等の基本情報が記載されているものです。既存加入者には交付

済みで、新規加入者にも交付されます。退職等の際に会社へ返納いただく必要はありません。 

 

 

 

 

 

「厚生年金保険 養育期間標準報酬月額特例申出書」の届出では、原則として「戸籍謄（抄）本または戸籍記

載事項証明書」および「住民票の写し」の添付が求められますが、これまで「住民票の写し」に関しては、申出

者と養育する子の個人番号がどちらも申出書に記載されている場合は添付不要とされてきました。 

令和７年１月からは、事業主が、申出者と養育する子の身分関係を確認した場合、戸籍謄本の添付が省略でき

ることとなり、申出書の様式変更が予定されています。これに先立ち、１１月 1 日より申出者と養育する子の個

人番号を申出書に記載すれば、住民票に加えて戸籍謄本も省略可能となっており添付書類なしで手続可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎月 1 回発行 「あかつき N e w s 」  
〒100-0005 千代田区丸の内 1-8-1  
丸の内トラストタワーＮ館 17 階  
TEL:03-3213-0710 FAX:03-3213-0711 
http://www.akatsuki-sr.jp       

ご不明な点や詳細は、  
担当者まで 

お問い合わせください。 

12 月からいよいよ！ マイナ保険証を基本とする仕組みへ 

養育期間特例申出書の添付書類を省略できるようになります 

http://www.akatsuki-sr.jp/

